
事業名 内 容
施
時

実

日

施
所

実

場
従事者
の人数

受益対象者の範

囲及び人数

一般市民
不特定多数

「自殺総合
対策」の提言

・改正自殺対策基本法に沿った施策、取

組の推進
。「地域自殺対策計画」策定の枠組み作 り

平成31年4月

令和2年 3月

全国各地 5人

東京都
長野県

11人

自治体特別職、

職員
一般市民
不特定数

自殺対策都市
型モデル作り

・足立区での都市型モデル構築

・ SNS相 談事業

・長野県 「子どもの危機対応チーム」発足
・ 日韓自死遺児交流会の開催

平成31年 4月

令和2年 3月

イ
の
．グ

策

リ

対
リ

殺

ン
グ

自

コ

ン

。「自殺のない社会づくり市区町村会」の

運営等
・ 自治体への研修等

平成31年4月

令和2年 3月

全国各地 5人 自治体職員
不特定多数

一般市民
不特定多数

自殺対策の

監視体制構築

・地方議員向けの情報提供
・「自殺対策全国民間ネットワーク」事務局

の運営等

平成31年4月

令和 2年 3月

全国各地 5人

10人

一般市民

報道関係者
不特定多数

社会への啓発 ・実務に関するメディア報道等

平成31年 4月

令和2年 3月

全国各地

平成 31年度 (令和元年度)事 業 報 告 書

平成 31年 4月 1日 から令和 2年 3月 31日 まで

1 事業の成果

改正自殺対策基本法 (以下、改正法)に より定められた「すべての都道府県、市町村に対する自殺
対策計画策定の義務化」が、実務的に機能し、あらゆる地域で自殺対策が自律的なPDCAサイクルと
して推進されるように、平成31年度 (令和元年度)も五本柱に沿って次の活動を展開した。

「自殺総合対策の提言」においては、 が「自殺対策を推進する議員の会」 (超党派の
国会議員の議連)のアドバイザーを引き続き務め、実務的な枠組みの構築に取り組んだ。また、法
改正によって各自治体に義務付けられた「地域自殺対策計画」策定後、計画をどう活用していくベ
きかという自治体からの要請を受けて、研修等を通して、積極的にこれまでの知見を提供、実務的
な支援を行った。

「自殺対策のモデル作り」では、引き続き、足立区での生活困窮者自立支援とも連動した自殺対
策の都市型モデルの構築を進めた。若者の自殺対策としては、厚生労働省からの委託を受け、SNS
相談事業を本年度も継続して行い、複数団体の事業コンソーシアムのまとめ役を担い、事業推進の
会議体やワーキンググループの設置、相談支援人材育成研修を実施した。また、特に若年層の自殺
率が高い長野県において、「子どもの自殺危機対応チーム (官民連携)」 を発足させ、自殺リスクを
抱えた児童生徒に対して、行政や学校、専門家との連携のもと、個々に最適な支援計画を立て、そ
の各ケースの支援状況を管理するための「情報共有システム」の検討を行った。他方、いまだ根強
い社会の偏見に苦しむ日本と韓国の自死遺児の交流会も開催 (本年度で3回 目)。 自死遺児にとっ
て、より生きやすい社会づくりに向けて活動を展開した。

「自殺対策のコンサルティング」では、事務局を務める「自殺のない社会づくり市区町村会」の
加盟自治体は320を 超え、総会・全体研修会、プロック研修会の開催、日々の情報提供など事務局
としてネットワークを牽引。さらに全国の都道府県、市区町村から個別の依頼を受ける形で、研修
の講師や協議会への参画、事例検討会での助言などを行い、これを通じて各地域での取組み推進を
後押しした。

「自殺対策の監視体制構築」では、各自治体が策定した計画に沿って、自殺対策を実施している
かを監視するという重要な役割を各地域の地方議員が果たせるよう、地方議員からの各自治体にお
ける自殺対策についての問い合わせへの対応や情報提供等を行った。また、自殺対策に取り組む全
国の民間団体が加盟する「自殺対策全国民間ネットワーク」の事務局運営を担い、各団体の拠点が
ある自治体の計画に対する意見交換会を開催した。

「社会への啓発」としては、上記の各取組みが多数の新聞、テレビ、雑誌、ラジオ、WEB媒体
の記事等に掲載されたことで、実務と啓発を連動して進めることにつながっている。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業

ンヽ



活 動 計 算 書
込](単位 :円 )

PO法人自殺対策支援センターライフリンク Ё1 20 1 至 2020年 3月 31日

【経常収益】

【受取会費】
正会員受取会費

受取入会金

【受取寄付金】

受取寄付金

【受取助成金等】

受取助成金

受取補助金

【事業収益】

受話事業収益

【その他収益】

受取 利息

謝金

雑 収 益

経常収益 計

【経常費用】

【事業費】

(人件費)

給料 手当(事業)

通 勤 費 (事業)

法定福利費 (事業)

福利厚生費 (事業)

人件費計

(その他経費)

業務委託費

諸 謝 金

印刷製本費 (事業)

会 議 費 (事業)

資料教育費 (事業)

旅費交通費 (事業)

会場代

通信運搬費 (事業)

消耗品 費 (事業)

荷造運賃 (事業)

什器備品 (事業)

水道光熱費 (事業)

地代 家賃 (事業)

減価償却費 (事業)

保 険 料 (事業)

諸 会 費 (事業)

租税 公課 (事業)

研 修 費
レンタル費 (事業)

支払手数料 (事業)

広告宣伝費

120,000

5,000

2,781,517

24,159,000

42,387,750

41,704,250

112,014,330

67,108,113

2,206,901

9,339,275

45 989

78,700,278

613

343,500

________」 :L!」:ュ」:f:Q=

24,270,168

5,464,605

4,008,644

567,840

819,916

5,583,713

259,500

2,546,072

1,956,360

81,000

1,051,868

936,477

8,272,542

437,647

130,640

50,347

1,696,850

3,000

749,545

493,660

_________120と _12旦_



活 動 計 算 書
込](単位 :円 )

ⅣO法人自殺対策支援センターライフリンク 自 201 9有三 月 1日  至 2020年13月 31日4

その他経費計

事業費 計

【管理費】

(人件費)

人件費計

(その他経費)

その他経費計

管理費 計

経常費用 計

当期経常増減額

【経常外収益】
経常外収益 計

【経常外費用】
経常外費用 計

税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
経理区分振替額

当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額
次期繰越正味財産額

59 776 592

ｎ

）

ｎ

）

138,476,870

0

138 476 870

△ 26,462,540

0

0

△ 26,462,540

120,000

0

△ 26,582,540

45 279 188

18 696 648



貸 借 対 照 表
PO法人自殺対策支援センターライフリンク

全事

[税込](単位 :円 )

2020年 3月 31日 現在

資 産 の 部 負 債 の 部

科   目 金  額 科    目 金  額

側

金

金

金

鏃

払

り

受

航

未

預

仮

未払法人税等

未払消費税

流動負債 計

32,003,404

516,550

52,292,250

120,000

851,800

85,784,004

負債の部合計 85,784,004

正 味 財 産 の 部

【正味財産】

前期繰越正味財産額

当期正味財産増減額

正味財産 計

45,279,188

△ 26,582,540

18,696,648

正味財産の部合計 18,696,648

【流動資産】

(現金・預金)

現   金

普通 預金

現金・預金 計

(売上債権)

未 収 金

売上債権 計

(そ の他流動資産)

前払 費用

その他流動資産 計

流動資産合計

【固定資産】

(有形固定資産)

什器 備品

有形固定資産 計

(投資その他の資産)

保 証 金

敷   金

投資その他の資産 計

固定資産合計

456,024

94,594,203

95,050,227

4,161,450

4,161,450

87,756

87,756

99,299,433

345,600

3,640,000

3,985,600

5,181,219

1,195,619

1,195,619

資産の都合計 104,480,652 負債・正味財産の部合計 104,480,652



財 産 目 録
ⅣO法人 自殺対策支援センターライフリンク

今事業所

[税込](単位 :円 )

`f_
2020年 3 月 31 日 現イ

=

【流動資産】

(現金・預金)

現   金

普通 預金

現金・預金 計

(売上債権)

未 収 金

売上債権 計

(その他流動資産)

前払 費用

その他流動資産 計

流動資産合計

【固定資産】

(有形固定資産)

什器 備品

有形固定資産 計

(投資その他の資産)

保 証 金

敷   金

投資その他の資産 計

固定資産合計

資産の部 合計

《資産の部》

《負債の部》

456,024

94,594,203

95,050,227

4 161 450

4,161,450

1 195 619

1,195,619

345,600

3 640 000

3 985 600

32,003,404

516,550

52,292,250

120,000

851 800

99,299,433

5 181 219

__⊇生墾■亜と

85 784 004

85,784,004

18 696 648

【流動負債】
未 払 金

預 り 金

仮 受 金

未払法人税等

未払消費税

流動負債 計

負債の部 合計

正味財産

____塑 L亜生

____塑 L亜生



書式第 13号

平成 31年度 (令和元年度) 役員名簿及び

役員のうち報酬を受けたことがある者の名簿

平成31年 4月 1日 から 令和 2年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 自殺対策支援センター ライフリンク

夕 1′  々

1又  イコ 氏   名 住 所 又 は 居 所 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事 清水 康之
平成31年 4月 1日

～令和2年 3月 31日

な し

理事 根岸 親
平成31年4月 1日

～令和2年 3月 31日

な し

理事 久保井 康典
平成31年4月 1日

～令和2年 3月 31日

な し

監事 尾崎 盛幸
平成31年 4月 1日

～令和2年 3月 31日

な し



書式第 3号 (法第 10条 関係)

社員のうち10人以上の者の名簿
平成 31年 4月 1日 から 令和 2年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 自殺対策支援センター ライフリンク

氏   名 住 所 又 は 居 所

1
清水 康之

2 根岸 親

3
杉本 脩子

4 南部 節子

0
宮川 政幸

6
兼本 隆

7
小池 亜希子

8
合田 恵美

9
八木沼 卓

10
勝木 勇夫


